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1. はじめに

　世界で最初のプレスリリースは、1906年にアメリカ
の企業であるペンシルバニア鉄道株式会社が発行した。
これは鉄道事故の危機管理広報として公開されたもので
あり、組織が公衆やメディアとコミュニケーションを取
る手段であったと、その後研究者らによって認識され
た。これ以降、プレスリリースは一般企業や行政など、
様々な組織が情報を広報する主要手段として広く利用さ
れるようになった。100年以上の時を経た今日、世界で
は人口動態の変化や気候変動、人権問題など、社会的、
経済的な課題がより顕在化している。行政広報において
も、これらの課題と向き合い、社会的使命を果たしてい
くことが求められる中、多様なステークホルダーとの双
方向コミュニケーションをとることが肝要である。こう
した価値観やメディア環境の変化に伴い危機管理広報の
重要性も高まっている（国枝・伊吹、2021）。
　政治、社会、国家システムが整備されていく現代社

会では、不安や憎悪がひろがりやすい危機時における
行政の役割の範囲も拡大している。2020年に発生した
COVID-19が世界に危機をもたらした。この際も、適切な
情報を提供することによって、政府が公衆の不安を取り
除き、説得し、最適な方向に人々を誘導することは各国
行政の危機管理広報の役割・機能を示す機会でもあった。
　行政広報は、政策内容や実施に対して公衆からの理
解、信頼および協力を得ることを目的とし、関連事務を
円滑に遂行する基盤となる点で、時代を問わず政策過程
を構成する要素の一つだろう。順調に政策を推進するに
は、メディアの利用は不可欠である。ただ、インターネッ
トの登場後、情報ルートも、コンテンツも多様化してい
る。こうした複雑な情報環境における危機時の行政広報
活動の検討は、現代の政策情報に関する重要な研究対象
となり得るだろう。しかしながら、そのような危機にお
ける行政広報研究の蓄積は浅く、先行研究も限定的であ
る。特に行政広報動画についての分析は乏しく、ほとん
ど明らかにされていないのが現状である。
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—要旨—
　本研究は、Weibo 上で発信された行政広報動画データを利用して、COVID-19 感染拡大という危
機下における中国の行政広報のメッセージを分析する。まず、先行研究から2つのコミュニケーショ
ン論（リスク・コミュニケーションとクライシス・コミュニケーション）の特徴や歴史的経緯を検
討し、理論・モデルを整理した。それに基づいて中国の行政広報動画の分析を行った。
　収集したデータの分析から、中国では、行政広報動画の発信状況と感染状況が相関していること
がわかった。また、動画コンテンツのテキスト分析から、以下の 4点がわかった。①感染拡大時
期の政府の対応策が一定のルールに則して実践されていた可能性があり、②官民の信頼維持や政策
への肯定的な感情を喚起するために、「医療従事者たちの貢献への敬意」や「動員を図るスローガ
ン」などを強調している。さらに、③ハッシュタグの頻度が動画再生回数に及ぼす影響を調べた結
果、行政組織の記者会見のタグは負の影響があり、④動画のいいね数やリツート数などの影響が大
きく、政治日程、出稿日も影響が推定される。さらに、こうした研究対象期間中の動画データの特
徴と、2つのコミュニケーション論から考案した検討モデルとの整合性を確認した。本研究はソー
シャルメディア上の危機時における行政広報メッセージの意図とその効果を解き明かしたことで、
今後の行政広報のあり方の検討に貢献したい。

［キーワード］�リスク・コミュニケーション、クライシス・コミュニケーション、行政広報、
COVID-19、中国
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　そこで、本研究はCOVID-19初期に関する中国の行政
広報動画に注目する。同国の行政および政策・行政広報
活動を検討・分析した事例研究は一定程度存在し、さま
ざまなステークホルダー関係が存在していることが明ら
かにされてきた。危機管理広報の研究では、複雑な実務
に加え、危機発生時における行政とステークホルダーと
の関係などの実態を把握するため、現実に起きた現象か
ら問題の所在や課題を探索することが欠かせない。その
ため、行政広報の動画コンテンツの特徴に関する活発な
議論が必要である。本研究は、この問題を理解するため
の枠組みを提供するものであり、危機に対する行政の対
応や、その結果生じるステークホルダーの反応を検討す
る。さらに、論理的かつ効果的な行政広報の実務のあり
方を検討するとともに、今後の危機時における公共政策
プロセスや危機管理広報とコミュニケーション論に関す
る研究への端緒となることを目指したい。

2. 先行研究

2.1　2 つのコミュニケーション論
　危機管理広報には多様な理論があり、その分類も諸種
であるが、本研究は国内外で用いられてきた危機に関す
るコミュニケーション研究や視点から、リスク・コミュ
ニケーション（Risk Communication）、クライシス・コ
ミュニケーション（Crisis Communication）に触れ、検
討モデルを提示した後、行政広報のメッセージの特徴、
動画視聴回数などとの関係を考察する。
　まずは、先行研究を踏まえて、本論文は、この2つの
コミュニケーション論の定義及び歴史的経緯を整理す
る。なお、日本語の文献では研究者によって、海外から
の理論・モデルの翻訳が異なることがあるため、本文で
は和文と英文の両方を記載する。リスク・コミュニケー
ションとクライシス・コミュニケーションの研究には、
両分野ともに数多くの学問領域に関連する文献が存在す
る。しかし、それらの大半はそれぞれの分野に特化して
おり、リスク・クライシス（危機）を個別の概念として
扱っているため、これらの概念を一体化させたものとし
て論じている文献は極めて少ない（井上、2015）。そも
そもリスクとクライシスを区別して一方のコミュニケー
ションのみを中心に論じることが、はたして適切なの
だろうか。たとえば、ある組織において軽微と思われて
いたリスクが、何らかの理由で重大リスクとして顕在化
し、組織の運営に深刻な影響を及ぼすような事態に発展
したとすると、この事態は明らかにクライシス（危機）
といえる。つまり、リスクとクライシスには因果より複
雑な関係があり、したがって、そのコミュニケーション
についても統合的にアプローチする必要がある。

2.1.1　リスク・コミュニケーションの概念と発展
　リスク・コミュニケーションは、個人、グループ、機

関の間での情報や意見の交換を伴う複雑で進化する研究
分野である。具体的には、学識経験者、政府関係者、医
療専門家、メディアを含む様々なステークホルダーに
よって情報が生成され、共有される双方向コミュニケー
ションの場である（Balog-Way et al., 2020）。リスク・
コミュニケーションの目的は、化学災害、放射線災害、
生物災害、技術災害、自然災害に対して、明確かつ適切
なリスク認識・予防対応を提供することである。そのた
めには、さまざまな公衆のニーズに対応し、信頼を築
き、行政・組織やステークホルダー間で協力することが
必要である。効果的なリスク・コミュニケーションは、
ステークホルダーの価値観や認識を理解するとともに、
リスク科学及び最新の情報に基づいて行われる。メディ
アは意識向上において重要な役割を果たすが、対象者に
適したコミュニケーション・チャンネルを見つけること
は難しい（Rickard, 2021）。そのため、社会政治的背景
や倫理的な側面を考慮するだけでなく、意識形成・行動
変容や信頼構築に関する理論の活用など、戦略的なコ
ミュニケーション・アプローチが必要である（Boholm, 
2019）。リスク・コミュニケーションの研究では、数多
くの理論やモデルが存在するため、以下では、いくつか
重要な役割を果たしている理論・モデルを時系列に沿っ
て整理する。これにより、理論やモデル間の相互作用や
歴史関係などの実態を把握し、論理的かつ効果的なリス
ク・コミュニケーション論のあり方が明らかにされる。

2.1.2　リスク・コミュニケーションの主な理論・モデル
　リスク・コミュニケーションの理論では、1960年代
に「リスク知覚理論・リスク認識理論（Risk Perception 
Theory）」に関する研究が進展してきた。一般市民が
どのようにリスクを認識し、どの要素がリスク知覚・
認知に影響を与えるかを調査する概念が提唱された。
LichtensteinとSlovicらはその先駆者であり、1960年
以来、彼らが「リスク下の意思決定に関する実験研究
（laboratory studies on decision making under risk）」を
行ってきた。その後、1970年頃には、「認知理論研究
が自然災害に対する人間の反応について洞察を提供で
きるか」と諮詢してきたGilbert Whiteとの論争を交え
る中で、Slovicらは自然災害に目を向けるようになっ
た（Slovic, Kunreuther, &White, 1974）。それをきっか
けに、1975年にLichtenstein、FischhoffおよびSlovic
が前述の意思決定の実験研究に基づいて、「認知プロセ
スと社会的リスク・テイク（cognitive processes and 
societal risk taking）」と称する研究プログラムを開始し
た（Slovic, Fischhoff, & Lichtenstein, 1976）。1970年
代半ばには、農薬や原子力に対する関心が急速に高ま
り、彼らは技術的なリスクにも注目するようになってき
た。さらに、Chauncey Starrの「社会的利益と技術的リ
スク（Social Benefit and Technological Risk）」に関す
る発見（Starr, 1969）は、LichtensteinとSlovicらが社
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会心理の問題に関心を向ける契機となり、1992年に「心
理的反応モデル（Psychometric Paradigm）」を提唱す
るに至った（Slovic, 1992）。さまざまな技術や自然災
害がいかに危険であるかについて専門家と一般の人々の
間で意見の相違が頻繁に生じるという観察から生まれた
理論モデルであると主張した（Slovic, 1987）。
　1970年代の代表モデルは、ロードアイランド大学の
James O. ProchaskaとCarlo Di Clementeとその同僚が、
1977年に開発した「超理論統合モデル（Transtheoretical 
model, TTM）」である。これは、心理療法のさまざま
な理論の分析と使用に基づいているため、「超理論統合
（transtheoretical）」という名前が付けられている。こ
のモデルは、変化の段階（stages of change）、変化のプ
ロセス（processes of change）、変化のレベル（levels 
of change）、自己効力感（self-efficacy）、意思決定の
バランス（decisional balance）などの構成要素で構成
されている（Prochaska & DiClemente, 1982）。コミュ
ニケーション理論家であり社会学者でもあるEverett 
Rogersは、変化の段階はRogersのイノベーション普及
理論におけるイノベーション採用プロセス（diffusion of 
innovations）の段階と類似していると示唆した（Rogers, 
1981）。
　1985年、Icek Ajzenは「計画的行動理論（The theory 
of planned behaviour, TPB）」を提唱した。これは1980
年にMartin FishbeinとAjzenが提唱した「合理的行動
理論（The theory of reasoned action, TRA）」を拡張し
たものである（Ajzen, 1985）。TRAは、個人がある行動
を肯定的に評価し（態度）、重要な他者がその行動を望
むと信じる場合（主観的規範）、その行動を実行する意
図（動機）が強まり、実際に行動に移る可能性が高いと
説明する（Fishbein et al., 1980）。しかし、実証研究に
よれば、行動意図が必ずしも実際の行動に結びつかな
いため、AjzenはTRAに「認知された行動コントロール
（perceived behavioral control）」を追加し、TPBを発展
させた。認知された行動コントロールは、個人が特定の
行動を実行できるという信念の程度を指し、環境や行動
に応じて変化する。TPBは、「セルフエフィカシー理論
（self-efficacy theory, SET）」に基づき、行動意図と実際
の行動をより正確に予測できるようになる。ほとんどの
モデルは個人の認知空間内で概念化されるが、TPB理論
では社会的影響を社会規範と規範的信念の観点から考慮
する。個人の行動（例: ダイエット、コンドームの使用、
禁煙、飲酒などの健康関連の意思決定）は、ソーシャル
ネットワークや組織（例: 仲間グループ、家族、学校、
職場）の文脈で位置づけられ、それらに依存する可能性
が高いため、社会的影響は理論を構成する要素の一つと
なっている。TPB理論は、健康関連の行動を理解し、行
動を修正することを目的とした介入にも役立っている。
　1988年 に、「 リ ス ク の 社 会 的 拡 大（Social 
Amplification of Risk Framework, SARF）」は、Roger E. 

KaspersonとPaul Slovicらが提唱したフレームワークで
ある。これは、リスクが個人や社会にどのように認識され、
伝達され、その結果としてどのように行動や政策に影響
を与えるかを説明する理論的枠組みである（Kasperson 
et al., 1988）。この理論は、リスク・コミュニケーション
の戦略を立案する際に非常に有用であり、適切なリスク
管理と社会的反応を導くための手助けとなる。
　1980年代後半に提唱されたPeter Sandmanの「リス
ク＝ハザード+アウトレイジ（Risk=Hazard+Outrage）」
モデルもリスクの認識に関するモデルである。リスクの
認識において、科学的なハザード（危険性）だけでなく、
社会的・感情的な要因（アウトレイジ）が重要であると
指摘した（Sandman, 1989）。このモデルはリスク・コ
ミュニケーション戦略の策定に大きな影響を与えた。
　1989年に「ヒューリスティックーシステマティッ
クモデル（Heuristic-systematic model of information 
processing, HSM）」はShelly ChaikenとAlice H. Eagly
らによって提唱された情報処理モデルであり、説得メッ
セージの受容と処理方法を説明するものである。このモ
デルによると、個人はメッセージをヒューリスティック
（簡略化された判断ルール）またはシステマティック（詳
細かつ慎重な）処理のいずれかで処理する。ヒューリス
ティック処理は認知リソースの最小化を志向し、システ
マティック処理は詳細な情報評価を重視する（Chaiken, 
1989）。HSMは、これらの処理方法が説得の度合いや態
度変化にどのように影響するかを予測するモデルである。
　1990年代には、「拡張された並列プロセスモデル
（Extended Parallel Process Model, EPPM）」が登場する。
これは心理学者Kim Witteが1992年に提唱したモデル
であり、恐怖を喚起するメッセージがどのように人々
の態度や行動に影響を与えるかを説明するものである
（Witte, 1992）。EPPMは恐怖を利用したメッセージが
どのように人々の行動に影響を与えるかを理解し、効果
的なメッセージを作成するために使用されている。例え
ば、禁煙キャンペーンや予防接種の推進などで、恐怖を
引き起こすメッセージが正しく伝えられ、適切な行動を
促すためにEPPMが活用される。恐怖を誘発する刺激に
対して脅威評価と対処評価という2つの反応を提案する
R.W. Rogersの「保護動機理論 （Protection motivation 
theory, PMT）」からも大きく影響を受けている（Rogers, 
1975）。EPPMモデルの要点は、次のとおりである。恐
怖を誘発する刺激に直面したとき、人間は同時に2つの
メッセージ処理方法、すなわち知覚された効力評価（認
知処理）と知覚された脅威評価（感情処理）を行う傾
向があるというものである。EPPMモデルは、主に「社
会行動変容コミュニケーション（Social and behavior 
change communication, SBCC）」で使用される。他の用
途としては、政治広告、気候変動メッセージ、パンデ
ミック対応などに対する、国民の認識形成に用いられや
すい。
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　1999年にリスク情報探求と処理モデル「（Risk 
Information Seeking and Processing Model, RISP）」
がSharon DunwoodyとRobert J. Griffinに よって提
唱された。このモデルでは、個人の特性（individual 
characteristics）、認識されている危険特性（perceived 
hazard characteristics）、リスクに対する情緒的反応
（affective response to the risk）、関連情報を持つことへ
の社会的プレッシャー（felt social pressures to possess 
relevant information）、情報の充足度（information 
sufficiency）、個人の学習能力（one's personal capacity 
to learn）、さまざまなチャネルにおける情報の有用性に
関する信念（beliefs about the usefulness of information 
in various channels）という7つの要因が、人が日常・
非日常の両チャンネルでリスク情報を求める程度、およ
び、リスク情報を批判的に分析する目的で時間や労力
を費やす程度に影響を与えると提案する（Griffin et al., 
1999）。EaglyとChaikenのHSMモデルとAjzenの計画
的行動理論（TPB）の側面を適応・統合することにより、
より労力をかけて情報を求め、処理する人は、時間の経
過とともにより安定した（変化や不安定性が少ない）リ
スク関連の認知、態度、行動を発達させる可能性が高い
ことも予測する。ほとんどの健康情報キャンペーンは、
人々に習慣やライフスタイルの変化を取り入れてもらう
ことを目的としているため、そうした行動の変化の安定
性や不安定性につながる要因は重要な懸念事項であった
（Yang et al., 2014）。
　Peters, Covello, & McCallum（1997） が 提 示 し
た「信頼性決定要因（The Determinants of Trust and 
Credibility）」モデルも重要な役割を果たしている。こ
のモデルによれば、知識と専門性の認識（perceptions 
of knowledge and expertise）、開放性と誠実さの認識
（perceptions of openness and honesty）、関心と配慮の
認識（perceptions of concern and care）という3つの
要素がリスク・コミュニケーションにおける信頼性と信
用性の認知を大幅に向上させるための要因とみなされた
（Peters et al., 1997）。
　2000年代に入ると、透明性と市民参加がリスク・コ
ミュニケーションの重要な要素として認識されるよう
になり、リスクに関する情報が隠されず、関係者が積
極的に関与することで、理解と信頼が深まると強調さ
れた。アメリカ疾病予防管理センター（CDC）によって
「クライシス・緊急事態リスクコミュニケーションモデ
ル（Crisis and Emergency Risk Communication Model, 
CERC）」が提唱された（Reynolds & Seeger, 2005）。こ
のモデルは、緊急事態や危機に際して、効果的なリスク・
コミュニケーション戦略を立てるための枠組みとして開
発された。事前危機段階（Pre-crisis）、初期イベント段
階（Initial Event）、維持段階（Maintenance）、解決段
階（Resolution）、評価段階（Evaluation）の5つのステー
ジを持つ。特に公衆衛生の専門家やコミュニケーション

担当者が、情報の正確性と透明性を保ちながら、公衆に
対して効果的なメッセージを伝えるためのガイドライン
を提供することを目的としている。
　2010年代以降、科学技術の進展とリスク・コミュニ
ケーションが重視されるようになった。ナノテクノロ
ジーや遺伝子工学など新たな技術のリスクに関するコ
ミュニケーションの必要性が高まった。また、気候変動
やパンデミックといったグローバルなリスクに対する
コミュニケーションも重要なテーマとなっている。こ
うした状況の中で、Smillieらがリスク・コミュニケー
ション戦略の開発モデルを提案した（Smillie & Blissett, 
2010）。このモデルは、リスク評価（Risk Appraisal）、
状況分析（Situational Analysis）、情報源分析（Source 
analysis）の3つの主要なフェーズを持ち、順次取り組
む必要があり、効果的なリスク・コミュニケーション戦
略を理解し実践するための詳細な枠組みを提供する。こ
のモデルでは科学的事実、歴史的文脈、文化的違い、そ
して現在の社会政治的環境を考慮した包括的なアプロー
チが、リスクを正確に伝え、対象の公衆に適切に受け入
れられるために必要であることを強調する。

2.1.3　クライシス・コミュニケーションの概念と発展
　一方、クライシス・コミュニケーションは、組織にお
ける通常の手続きを混乱させ、評判を脅かす可能性のあ
る危機を管理し、それに対応するための戦略的アプロー
チである（Sellnow & Seeger, 2021）。そのためには、
潜在的な問題の予防と是正の両面から、効果的なコミュ
ニケーション・ソリューションを構築する必要がある。
クライシス・コミュニケーションは統制を確立し、誤っ
た情報を抑制することを目的としたプロアクティブなも
のであれば、外部からの影響に対応するリアクティブな
ものでもある（井上, 2015）。また、責任、経済的影響、
紛争、道徳、人間的関心など、さまざまなフレームを用
いて、メディアにおいて危機をフレーミングすることも
含まれる。COVID-19のパンデミックのような公衆衛生
上の危機において、クライシス・コミュニケーションは、
信頼できる情報を提供し、偽情報に対抗するという重要
な役割を果たす。予期せぬ事態に直面した時、行政・組
織はステークホルダーと効果的にコミュニケーションす
るための構造化された計画を必要とする。全体として、
クライシス・コミュニケーションは戦略や戦略的コミュ
ニケーションと結びついており、行政・組織が混乱を乗
り切り、新たな戦略を構築するのに役立っている。

2.1.4　�クライシス・コミュニケーションの主な理論・
モデル

　クライシス・コミュニケーションの研究では、1986
年にFinkによって「4ステージ」モデルが提唱され、
危機を潜伏期（Prodromal Stage）、発生期（Crisis 
breakout or Acute Stage）、拡散期（Chronic Stage）、
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解決期（Resolution Stage）の4段階に分けた（Fink, 
1986; Coombs, 2021）。1990年代には、政府や行政組
織にとって危機ダメージの回避、低減、組織イメージ
の回復、公共問題の議題設定が重要な課題となり、こ
れに対応するためのいくつかのクライシス・コミュ
ニケーション理論やモデルが開発された（e.g. Benoit, 
1997; Birkland, 1997&1998; Bradford & Garrett, 1995; 
Sturges, 1994）。
　2000年以降になると、責任や風評被害のレベルに応
じた危機管理者による戦略的対応の重要性に注目が集
まる。その代表例の一つであるCoombsらの「状況的ク
ライシス・コミュニケーション理論（Situational Crisis 
Communication Theory、SCCT）」モデルは、政府行
政組織の危機対応戦略がその後のレビュテーションを
左右する点で重要と説く（Coombs & Holladay, 2002; 
Coombs, 2006; 2007）。
　McHale et al.（2007）は危機における権力と影響力・
イデオロギーを持つケースの複雑な相互作用を考慮し
て、暴力や強圧的な力ではなく、合意と説得で支配関係
を確立する「ヘゲモニー・モデル（hegemonic model）」
を提唱した。このモデルは文化、道徳さらには教育・広
報・宣伝というプロセス、市民社会の確立や民主主義と
いう政治制度や装置がヘゲモニーの行使に関係するた
め、政府・行政の政策に対して、常に納得しているわけ
ではない公衆を「それを行わなければならないよう」に
仕向けている仕組みとも捉えられる（池田, 2013）。
　Coombs et al.（2010）、Frandsen & Johansen（2016; 
2018; 2020）は、クライシス・コミュニケーション
への「修辞的アリーナ理論（Rhetorical arena theory, 
RAT）」の適用可能性について言及し、危機の中心に位
置する政府・行政組織を支配的な発信者として配置し、
多数のアクターと議論、交渉、協働する相互作用するの
プロセスがあるにも関わらず、従来のクライシス・コ
ミュニケーションの理論が静的な性質への対応にとど
まっていた点を指摘する。そこで、彼らが提示したその
理論は、学者や実務家、メディアが危機的状況の複雑で
重層的なコミュニケーション・パターンの問題を多角的
に検討することで、危機の影響を被るステークホルダー
全てに声を届けられる可能性を主張する（e.g. Raupp, 
2019）。
　近年、大規模災害発生時におけるクライシス・コミュ
ニケーションでは、ソーシャルメディアの重要な役割
と可能性が高まっている。そうした状況のなか、「ソー
シャルメディアによるクライシス・コミュニケーション
モデル（Social Media Mediated Crisis Communication 
Theory、SMCC）」が登場し、最近のクライシス・コミュ
ニケーション理論において重要な役割を果たしている
（Austin et al., 2012; Cheng & Cameron, 2017）。しかし、
従来のクライシス・コミュニケーション研究は「線形計
画モデル（a linear planning model）」に基づいており、

機能管理の次元と予防、意思決定、政策、計画に重点を
置いている（Boin et al., 2009）。さらに、クライシス・
コミュニケーション研究は「伝播モデル（transmission 
model）」に依拠し、文化的要因や文脈的（コンテンツ）
要因をほとんど考慮しない面もある。関連した一般的な
提案は事例研究からの示唆にとどまるため、限界がうか
がえる（Coombs, 2014）。このため、より包括的なアプ
ローチが必要とされる。

2.2　危機における行政広報とメディア
　行政広報とメディアの相互関係に着目してみよう。今
日では、各種の情報通信技術（ICTs）、ソーシャル（デ
ジタル）・メディアは全てのステークホルダーの「協働」
関係を構築する際に起点になっている。これまでの行政
広報研究において、社会に対するメディアの影響力の行
使について発信者（権力者・エリート）が直接的に人々
に問う過程とそのメカニズムについていくつかのモデ
ルが提示されている（Protess et al., 2016; 伊藤、2009; 
佐藤ら、2012）。ICTsを利用した行政広報と危機の検
討も、国、地方レベルを問わずみられる（e.g. Getchell 
＆ Sellnow, 2016）。ただ、未整理かつ未確認の情報が
あふれ、混乱状況に陥りやすいため、現代の情報環境は
公衆と政治・行政の信頼関係を損なう事態も招きやすい
（Freberg, 2012）。
　コンテンツに注目すると、複雑かつ専門的な情報を
一般市民へ伝達するために、メディアにおける視覚的
表示や配慮が行政広報にも不可欠になる（Kwon et al., 
2021）。また、コンテンツが制作者（news maker・意
思決定者）の視点・意思の反映物であるという見方も存
在する。制作者（送り手・行政）の意思が含まれてい
る情報コンテンツが文化的な慣習や意味づけを前提と
し、個人（受け手・公衆）の経験や態度を形成する役割
もある。こうした行政広報コンテンツの分析は危機管理
広報における倫理的かつ効果的な実務のあり方を提示す
ることが期待される（国枝・伊吹, 2021; Sowden et al., 
2021）。
　メディア・コンテンツのなかでテキスト以外に、映像
が比較的強い感情を喚起することが示唆される（Gross 
& Levenson, 1995）。SCCTモデルの視点からみれば、
クライシス・コミュニケーションにおけるソーシャル
メディアの利用では、政治メディアとしての動画共有
サービスとそのコンテンツの変容を理解する必要がある
（Coombs ＆ Holladay, 2002）。
　Shoemaker ＆ Reese（1996）らが指摘するように、
とりわけ政府と報道の支配の関係が緊密な政治体制で
は、政治情報の「プロシューマー化（生産者・消費者一
体化）」と「ソフトニュース化」あるいは「インフォテ
イメント化」が混在しやすい。この点で、今日の行政広
報の情報環境の3つの重要な特徴を導き出すことができ
る。第1に、情報伝達のタイプの変化（マスメディアか
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らソーシャルメディアへ）と特定のSNSの重要性の変化
（オンライン社会集団の重要性の高まり）が挙げられる。
第2に、ソーシャルメディアの近接性により、人々が情
報源に対する信頼の決定要因（価値観や意思の共有、親
近感など）を判断しやすくなった点が重要である。第3
に、科学に基づくコミュニケーションに関する研究で指
摘されてきたことだが、ニュース記事の焦点は多くの場
合で問題の主要な側面ではなく、ジャーナリストの価値
観やターゲットオーディエンスの期待に対する認識に影
響されるという点である。つまり、メディアは国民の信
頼に大きく依存しているため、視聴者の価値観に合致し
た情報には需要がある。
　FacebookやX（旧：Twitter）などのソーシャルメディ
ア・プラットフォームは、友人や家族といった信頼でき
るグループとの情報共有を容易にした。こうした効果
は、情報源に対する信頼が、類似した価値観、責任感、
能力、透明性の認識に基づいていることを説明する。加
えて、ソーシャルメディアの台頭は、リスク認知を形成
する上で、メッセージングをより効率的かつ効果的にし
た。つまり、利用者数が多いソーシャルメディアに平易
な言葉でメッセージを載せることが、行政広報の鍵の一
つにもなる。
　現況では、WeiboとXのようなソーシャルメディアを
用いた広報効果測定や活用の可能性を検討する研究は多
くあるが、ショート・ビデオ・ニュース（Short Video 
News, SVN）のような行政広報動画コンテンツに注目し
た研究は少ない。感覚・感情に訴える内容、ユーザー間
の共有と拡散（「ハッシュタグ（＃）」「いいね」「リツイー
ト」「コメント」）などの外形的な数値により、「流行」
や「人気」が視覚化された動画コンテンツは、内容の簡
潔さ、明解さ、消費時間の短さの点で幅広い年齢層に受
け入れられている。こうしたプラットフォームとモバイ
ル端末を流通網とするSVN（ショート・ビデオコンテン
ツ）の速報性は高く、新興メディア企業を台頭させ、そ
れを追うように世界の主要なマスメディア企業・行政組
織も相次いで参入している（伊吹、2015）。 

3. 分析モデル

　情報エコシステムが進む現代の危機行政広報は、行政
の管轄や地域、国のシームレス化も招く。そうした環境
下においてリスク・コミュニケーションとクライシス・
コミュニケーションとの関係を理解するため本研究が提
示する検討モデルが図1である。
　危機時の行政広報コンテンツを構成するメッセージ
は、送り手（行政）が目指す主たる目的と一致する。そ
の中で、行政が最重視する事柄は政治・政策への支持と
その強化である。そのためには、広報メッセージの特徴
を把握する必要がある。そこで、本研究は先行研究で触
れた二つのコミュニケーション論（リスク・コミュニ
ケーションとクライシス・コミュニケーション）の特徴
を基づき、国内外という軸による4象限で構成した図1
を用いて、以下の説明を提示する。
　第1象限：危機時の行政広報で、国内向けクライシ
ス・コミュニケーションには動員・強制・排他性を伴う
ことがある。これはMcHaleらの合意と説得で支配関係
を確立する「ヘゲモニー・モデル（hegemonic model）」
に一致する。クライシス・コミュニケーションはハザー
ド管理を主眼とするため、「説得的コミュニケーション」
の範疇にも入るが、ICTsを利用する災害や危機広報活
動には、政府が時間的・空間的距離など諸制約をうけず
に情報発信の機会を確保しやすく、国内外の多様なネッ
トワークを動員できる利点もある。
　第2象限：平時には国内向けの行政広報は、国民から

（説得的・自主的）協力要請を引き出し、選択させるリ
スク・コミュニケーションに位置付けられる。これが継
続的に浸透していけば、「市民協働」を通じて政策の受
容、社会変化、変革につながる力になり、官民間の信頼
醸成の素地になる。現代では場所を選ばす双方向コミュ
ニケーションが可能であるから、ICTsを用いた政治・
行政からの情報発信は一層広報と広聴を不可分にさせ、
かつ継続的に展開される活動になる。Petersらの信頼性
決定要因モデルで特定された知識と専門性、開放性と誠

図 1　危機時における行政広報と両コミュニケーション論の国内外関係（著者作成）
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実さ、関心と配慮といった要因に加え、行政内部の資源
活用、市民の意識向上を促す。政治政策への支持が得ら
れる時には、市民が説得を受容しやすくなる。協力活動
や判断などの選択においても、混乱が比較的少ないと想
定されるため、広義において市民との「協働広報」と言
えるだろう。
　第3象限：リスク・コミュニケーションの情報コン
テンツは管理と予防、予測の役割と機能を持ち、海外
へのアピールとなることがある。人々に行動を促す場
合、合理的な説明は、行動の根拠や信頼に結び付く。
CDCが提唱した5つのステージを持つリスク・コミュニ
ケーション戦略の維持段階（Maintenance）、解決段階

（Resolution）、評価段階（Evaluation）に一致する。特
に公衆衛生の専門家やコミュニケーション担当者が、国
内外の事例やデータと比較しながら、情報は行政機関や
メディアに周知されることで、政策の「妥当性」や「正
統性」を人々に印象付ける。同時に、今後の予防や意識
付けの点で「共考」の促進にもつながる。
　第4象限：危機を一定程度超えても、行政広報は終わ
らない。自国の政治経済・社会の安定回復を「適切に」
国際社会にアピールする点も、クライシス・コミュニ
ケーションに含まれる。国内経済や消費マインドが回
復、危機を脱した「政治・政策的功績」と政策協力に関
する国民への「感謝」をあらわすコンテンツが強調され
る。対外的に、こうした成功体験をあらわすコンテンツ
には先進国、途上国、対立する国際関係を問わず、国家
ブランドに対して一定の肯定的な評価にも寄与する。修
辞的アリーナモデル（RAT）の「さまざまな声の相互作
用のパターン」によって、行政組織イメージの回復や信
頼を取り戻す戦略に当たる。
　

4. リサーチクエスチョン（RQ）の提示

　こうした危機行政広報と両コミュニケーション論の関
係を踏まえると、COVID-19発生という危機時に発せら
れた行政広報動画の特徴を明らかにできれば、ソーシャ
ルメディアによる世論説得の内容や方法についての知見
が得られる。これが、本研究が設定する研究上の主たる

問いである。そこで、本研究は以下のRQを提示する。

1）行政広報動画出稿に、感染状況は影響するか？
2）�動画コンテンツのメッセージには一定ルールがある

のか？
3）�官民の信頼維持や肯定的な感情を喚起するメッセー

ジが含まれていたのか？
4）�動画（視聴回数）とメッセージには関係性があるの

か？

5. 分析

5.1　データの概要
　本研究は、全国向け国営放送のテレビ局、中国中央電
視台（China Central Television、CCTV）がWeibo（中国
版X）上に発信した動画コンテンツのなかでCOVID-19
に関する4つのキーワード－「新冠（新型COVID-19の
略）」、「肺炎」、「病毒（ウィルス）」、「疫情（COVID-19
状況の略称）」ⅰ－のいずれかを含むものを収集した。対
象期間は2020年1月20日から7月23日までである。
そこから、本研究は記録された動画の視聴回数、いいね
数、Retweet数、コメント数に加え、動画の説明文テキ
ストとハッシュタグ・テキストといったデータを抽出し、
2443本分の動画データセットが整備された。
　全体的には3分までの短時間動画の多さが目立つ（図
2: χ2（7）= 1201.552, p < .01）。その割合は全体の約半
分を占める。60分動画も若干多く、内容はテレビ番組
をネット上に転載された放送、LIVEカメラからの放映
が多い。図3から動画出稿数と感染者数の時系列が確認
できる。第1縦軸は感染者数データ、第2縦軸は動画出
稿本数、横軸は年始からの週を示すⅱ。そこから、7週
目前後に感染が急増減するが、10週目以降大きな増加
がない。出稿動画数も6週目から23週目まで基本的に
減少トレンドを辿る。この2変数には有意な相関がある
から、感染状況に応じて出稿数が調整された可能性があ
る（r = 0.697, p < 0.001）。
　上記を踏まえ、本研究は期間を3期に分割して分析を
進めた。COVID-19拡大期にあたるⅠ期は感染状況が大

図 2　動画時間による出稿状況 図 3　週ごとの出稿数と患者数の状況
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きく変化する1月20日から2月末日、Ⅱ期は3・4月、
Ⅲ期は5月1日～7月20日とする。Ⅱ・Ⅲ期の区分は全
国人民代表大会（全人代）という政治日程を反映する。
2020年3月5日予定されていた全人代は感染拡大の影
響で、5月22日まで延期された。

5.2　対応分析に見る動画メッセージの特徴
　図4は動画の説明文に関する対応分析の結果である。
通期の概要を示す図4（A）通期と図4（B）Ⅰ期（1月
20日〜2月29日）から、Ⅰ期は感染拡大の封じ込め期
になる。
　武漢で未知のウィルス発生後、1月19日に人から人
への感染可能性が発表された。翌日、習近平の「人の命
は何より大事だ。国をあげて感染症と戦おう」という発
言は、「春节（春節・旧正月、2020年1月25日）」と「元
宵（小正月、2020年2月8日）」のテレビの「节目（番
組）」内容を一変させた。「新型」「冠状」「加油（頑張れ）」
といった語句は、夕方に窓を開けて市民が国歌を歌いな
がら「武漢頑張れ！」と叫ぶ姿を映す動画を指す。「云
守护（インターネットLIVEカメラを通じて見守る）」は、
ある乳児の誕生前、両親の感染が診断され、親が快復す
るまで保育器内で育てられたその子の様子をネット上で

視聴者が見守っていた逸話に由来する。2月3日武漢の
「患者」数急増に対応するため、急造された「火神山病院」
が開院し、さらに、多くの軽症患者を治療する「方舱医
院（仮設病院）」の設立が発表された。政府は感染を収
束できなかった武漢や浙江省の首長の変更を断行し、マ
スメディアのコンテンツも流用しながら、「反論」の封
じ込めに本腰を入れる姿勢を示した。
　図4（B）Ⅰ期を時系列にみれば、1週目、「武汉（武
漢）」で「发热（発熱）」者の続出が、実は「新型冠状（新
型ウイルス）」、「肺炎」の「传染（伝染）」によるものであっ
たと報じられ、全国の「医护人员（医療従事者）」が「驰
援（応援に駆け付ける）」対応が「通报（公表）」された。
2週目、「接触」で感染する可能性があるため、「隔离（隔
離）」などの対策が強調された。3週目、「共同」「战疫

（戦疫）」というスローガンが謳われ、深刻化する地域へ
支援「物资（物資）」を「集中」させ、「火神山」「医院」
のように「收治（収容治療）」施設建設といった具体的
かつ強力な対応策と予防策の実施が打ち出された。4週
目、「北京」でも「患者」が増加することで高まる危機
感に、政府のコロナ対策「机制（機構）」上の世論対策
として「发布会（記者会見）」を通じて、「国务院（国務
院）」や各地域の機関が情報発信する姿勢が前面に出て

図 4　動画説明テキストを利用した対応分析
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くる。5週目、「中国」（政府）の「指导（指導）」のも
とで、治療薬開発や「治疗（治療）」による患者の快復、
疫病拡大のピークを越え、「企业复工（企業活動再開）」
で国の復活を印象付けようとしている。6週目には（国）
による「组织（組織）」対策で疫病が制御され、多くの
患者が「出院（退院）」でき、国の「组织（組織）」「观
察（観察）」で今後の対策も打ち出された。
　この過程から1週目にウィルス発見と対応の立案

（Plan）、2・3週目に物資の集中と医療隊の駆けつけ支
援、火神山病院の建設や患者の収容治療などの状況報
告、士気の維持といった具体的行動の実行（Do）、4・5
週目には患者の治癒というミクロレベルの回復、中央政
府の指導、企業活動の再開というマクロレベルの回復か
ら、2・3週目の施策効果の裏付け確認（Check）、次の
施策に向けた国の組織による推移観察や対策（Action）
が6週目に浮かぶ。つまり、この時期の広報が政策マー
ケティング、時計回りのPDCAサイクルを反映すること
になる（cf. 劉・山本、2020）。
　COVID-19の「戦疫」となるⅡ期（3・4月）では、地
域封鎖・全員PCR検査など、国を挙げた（対外的な）
感染防止策がとられた。3月上旬、政治指導者による武
漢への訪問後、感染拡大に歯止めがかかり始めた国内
状況に対して、図4（A）通期に登場する語句は、国外
への対応を想起させる。実際、3月14日湖北省の封鎖、
同省内の旅行許可など緩和策が認められた。その数日後
には医療救助隊の「撤离（撤収）」が始まると、医療従
事者に「最美的她（最も美しい彼女）ⅲ」、「谢谢你为湖
北拼过命（湖北のために戦ってくれてありがとう）」と
いう感謝の言葉が強調された。4月上旬、徐々に空路は
再開されたが、図中の語句から、留学生や駐中国各国大
使を介した他国の感染事例、新規感染者の多くが海外か
らの「输入（輸入）」と強調し、依然として警戒姿勢が
保たれていた。ここでは、提示したモデルの第1象限の
動員・強制・排他性が含まれるクライシス・コミュニケー
ションと考えられる。
　Ⅱ期の説明文からなる図4（C）の横軸左に登場する
語句は「国内の感染発症・拡大」から「国外からの感染」
を説明する。図4（C）の右側から「医护人员（医療従
事者）」、「第一线（第一線）」、「共同战疫（共同戦疫）」、「紧
急（緊急）」、「状态（状態）」、「北京」「核酸（PCR）」、「检
测（検査）」、「蓬佩奥（ポンペオ）」、「境外輸入（国外か
らの感染輸入）」、「经济（経済）」、「政治」といった語句
の並びから「国内の予防対策」が「国外からの感染防御
対策」に転換したことが読み取れる。これは国内感染数
が小康を保ちつつあることから、国の政策が功を奏した
ことが強調されている。
　縦軸下から出現する「欧州」「英国」「援助」「耿爽（報
道官名）」「意大利（イタリア）」「張文宏（医師名）」「中
国」「专家（専門家）」「美国（米国）」「北京」「武漢」「解
除」「感染」「物資」といった語句は、「全球抗疫第一線（全

世界のコロナ対抗最前線）と掲げるように、Ⅰ期の国内
向けから外国支援へ軸足が移るイメージを与える。3月

「美国」「特朗晋（トランプ）」大統領、（図左の「蓬佩奥
（ポンペオ）」国務長官）による発言が物議を醸し、米国
大統領選、米中関係に「世卫（WHO）」「经济（経済）」

「政治」も絡み、真偽がつかない状況下で（偽）情報に
世界が踊らされるさまが確認される。また、中国の医療
支援活動と「大国」の姿勢が読みとれることから、図
4（C）の結果は広報とプロパガンダの両面を映す。こ
れは小松（2020）の「「安心と信頼」の構築、医療・経
済・国際支援対策の正当性を強調する活動も、国際社会
から問題視される開発援助政策と合わせると、政治経済
に関するイデオロギー対立を助長するものとさえ、公衆
に思わせる側面がある」という説を支持している（小松、
2020）。
　図4（A）と（D）からⅢ期（5月1日～7月20日）は
COVID-19との共存期に位置付けられる。図4（D）の
右側に1～6週目の内容が、左側に7～12週目後半の内
容が位置する。感染拡大の抑制ため、引き続き武漢市を
中心に市民全員の「核算检测（PCR検査）」キャンペー
ンが行われていた。その一方で、「北京」「两会（全人代）」

「丰台区（豊台区）」「新发地（新発地）」「市場」「集中」「隔
离（隔離）」「防控（予防管理）」「工作（作業）」「措置」「社
区（地域社会）」といった語は、全人代準備の中で起き
た北京市豊台区の新発地市場でのクラスターを指し、迅
速な大規模PCR検査実施、感染拡大防止の実績を伝え
る。さらに、対外的には「香港」問題を含め米中のつば
迫り合いも継続的にうかがえる。こうした「さまざまな
声の相互作用のパターン」による政策実施と自己評価を
もって、中国は「恢复（快復）」という語句で国内外に
ここまでの政策の効果をアピールした。これは提示した
検討モデルの第4象限にあてはまる。

5.3　ハッシュタグの特徴
　本研究は送り手のメッセージや意図が込められやすい
ハッシュタグ（＃）に注目する。頻出語句（表1）とし
て「共同战疫」というスローガンが突出している。それ
は感染拡大を「戦時」に見立て、疫病への対抗意識を奮
い立たせるため、一体感を呼びかけながら政策への協力
と動員を図る政府の意図を裏付ける。Ⅱ期では「全球抗
疫第一线（世界の反パンデミックの最前線）」がある。
既述のように、徐々に国際関係を意識したメッセージが
上位に表れる。
　また、積極的に情報発信する姿勢が強調されている。
国内状況や対策を発信する「发布会（記者会見）」が頻
繁に開かれている。国全体に向けて情報発信する「国务
院联防联控机制举行新闻发布会（国務院による合同予防
管理実施に関する記者会見）」以外に、状況報告を含め
た記者会見が、北京、上海、湖北、浙江などで実施され
ていた。特に北京における記者会見は、時が経つにつれ、
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登場回数を増やし、感染地域の拡大と政治・行政メッ
セージとして重要内容を伝えようとしているようだ。
　一斉に画一的なメッセージを拡散・共有できる点も、
ハッシュタグ利用の一つの利点であろう。同表では、人
気キャスターが担当する番組名『岩松帮你问（岩松が問
う）』と生放送番組『主播说联播（アナウンサーがニュー
スを語る）』がそれに位置付けられる。それらは、国務
院の記者会見と同様、3期ともにランクインし、通期で
も上位に位置付けられた。
　不定期あるいはある時期に集中して発信されたドキュ
メンタリー番組もハッシュタグがつけられた。表中で
は2つの番組が確認できる。一つは隔離期にある人々の
生活、医療従事者や支援ボランティアたちの様子などの

「事実」を記者が報じた『武汉日记（武漢日記）』である。
もう一つは、医療支援を必要とする地域へ派遣される医
療関係者の決意、献身的な姿から病気の深刻さや感動、
感染拡大阻止の意識、専門知識も交えた教養番組『战疫
公开课（コロナと戦うための公開授業）』である。これ
らは1・2期に上位に入り、通期のランキングにも残った。

5.4　動画再生回数の影響要因の推定
　情報の送り手からのメッセージを抜粋してハッシュタ
グつける語句に込められる。それらのハッシュタグは
どの程度視聴回数に貢献するかを明らかにした。本研
究は、動画の視聴回数を従属変数とする最小二乗法によ
る回帰式で、効果を推定する。外形的情報（いいね数、
Retweet数、コメント数、動画時間）に加えて、説明変
数として、4種のタイプの出稿日（全人代開催初日、土
曜日、日曜日、祝日）を加えた。一つは前述した全人代
の開催日初日を基準にした政治日程の影響である。ま
た、人々の1週間の過ごし方と出稿曜日を想定して、週
末や祝日が視聴回数に影響するかもしれない。人々は平
日よりも時間的余裕がある時、暇つぶし、予定決定に動
画情報を活用するかもしれない。感染危機で外出制限を
要請、強制、相互監視が厳しい環境下であれば、なおさ
ら戸内の生活時間が増え、インターネットを利用した情
報行動が平時より活発になり、検討対象の動画を視聴す
る可能性は高くなる。さらに、表1で頻出するハッシュ
タグ語を加えるが、本研究は、事前にそれらと再生回数
の相関係数を調べ、有意水準5%の語句を投入した。
　推定結果（表2）から、動画時間、いいね数、コメン
ト数、リツイート数（RT数）の影響が各期、通期で有
意な変数である。長時間の動画が敬遠され、いいね数の
多さが再生回数の伸びに最も貢献している。全人代の開
催日程が1期および通期で有効な変数である点は、一方
で人々への危機感が高まる感染拡大期における政治決定
への注目度や緊迫感、情報の獲得行動の関連性をうかが
わせるが、他方で2・3期には感染の脅威低減により動
画への関心低下も間接的に説明するようだ。対照的に、
週末と休日の出稿が2・3期で有意な説明変数であった

点は、社会活動の回復の状況を知る点で情報伝播の役割
を動画が担っていることを推察させる。なお、祝日が3
期で有意でない点は、連休のために土日を平日に振替え
る中国の暦制度による部分が大きい。
　そして、ハッシュタグの効果も明らかになった。この
モデルに含まれる語の多くを占めた記者会見や報道番組
は負の効果をもたらした。それぞれの影響力は小さくと
も、各地や全国の状況や対応方針を周知する広報活動に
国民に関与、参加させる点で、この結果は課題を指摘す
る。推定式には示していないが「共同战疫」の多用や人
気番組を用いた動員、感染予防知識の提供にも、この点
は通ずる。唯一プラスの効果をもたらしたⅠ期の「致敬
疫情前线医护人员（疫病の最前線で尽力されている医療
従事者に敬意を表す）」は、感動や共感を含むコンテン
ツが閲覧・視聴者を惹きつけたとみられる。

6. おわりに

　本研究は、社会的重要性が高いにも関わらず、研究の
蓄積が浅いリスク・コミュニケーションとクライシス・
コミュニケーションの定義と関係性、また、COVID-19
という危機下において行政広報の発信内容と視聴回数と
の関係について調査と検討を行い、中国の行政広報発信
の特徴およびその裏にある政策過程と発信意図を一定程
度見出した。
　中国では行政広報動画の出稿と感染状況には相関が
あった。コンテンツのテキスト分析から、感染増大時
期の行政広報にはPDCAに準じた一連の計画や実行、評
価、国の組織による観察という対応があるから、政府の
対応が一定のルールに則して実践されていた可能性がう
かがえる。特に、官民の信頼維持や肯定的な感情を喚起
するメッセージとして、国内向けには、医療従事者たち
の貢献への敬意、政策動員を図るスローガンなどが強調
されていた点も新たに発見だといえよう。時間が進むに
つれ、メッセージの特徴は、海外に目を向けさせるよう
になっていく。それは積極的な支援活動に映し出される
中国の友好ぶりと大国としての実力をアピールすると同
時に、官民の信頼維持や肯定的な感情を喚起する意図を
含む。対照的に、米中関係も読み取れた点は、ある意味
において、大国のプライド競争も「日常」に戻ったとも
いえる。また、行政組織が主催したイベント（記者会見
など）と分かる語句が再生回数に負の影響を及ぼしてい
た。検討期間においては、いいね数など外形的な数値の
影響が大きく、政治日程、出稿日が影響する時期がある
と明らかにされた。対象となる主なステークホルダー
は、医療従事者、患者、政府、軍隊、地域社会である、
それぞれの具体的なコンテンツの特徴を明らかにしたこ
とは学術的な貢献だといえる。
　加えて、本研究から提示されたリスク・コミュニケー
ションとクライシス・コミュニケーションの4象限のモ
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危機における行政広報：　―中国における COVID-19 と「広報」動画の分析―

デル図と通期の対応分析図の整合性において適用可能な
知見を抽出し、課題と対応関係を示したことも貢献に挙
げられる。図1を図4Aと重ねると、第1象限とⅠ期（1-2
月）の行政広報政策メッセージに一致する。すなわち、
行政が発信する国内向けのクライシス・コミュニケー
ション広報は、危機下で国内の人々に合意と説得で支配
関係を確立する政策メッセージを到達させようとする。
第4象限の行政広報に含まれる国外向けクライシス・コ
ミュニケーションはⅡ期（3・4月）の政策メッセージ
にあたる。Ⅱ期では中国の政治（米中対立）、経済（他
国支援）、社会（企業・学校再開）が安定回復している
様子を中心的に映すが、当時の状況からすると、世界各
国が危機対応の連続、試行錯誤の時期にあるなか、中国
側の視点に立てば、西側諸国を超えた国家ブランド向上
の「好機」であったのかもしれない。第2・3象限の行
政広報に包含する国内外向けのリスク・コミュニケー
ションがⅢ期（5-7月）と一致する。当時の中国国内の
感染や世論状況から見ると、危機が解消できたように、

「海外から持ち込まれるウィルスによる再感染の拡大防
止、留学生の帰国対応、PCR検査の強化」といった維持
管理・予防対策が発信され、国全体が平常時に戻った状
況になっていた。Ⅲ期の行政広報内容もクライシスから
平常時のリスク・コミュニケーションになった。
　以上を踏まえて、本研究では、COVID-19初期（2020
年1月から7月まで）における中国の行政広報動画の全
体像から危機管理広報と二つのコミュニケーション論の
関係性やあり方の検討を試みた。今後も、各国の行政広
報はICTsを活用しながら「広報と広聴」活動を両輪と
して発展するだろう。そのコンテンツは、平時、危機時
を問わず、社会環境、公衆の価値意識や生活様式、視聴
に関わる個人情報の管理と適用、運用制度の課題にも関
わる。その点で、政策情報と広報活動の関係は政治家、
行政を含む情報エリートと公衆との信頼－支持枠組みと
直結する。本研究は研究期間や対象国数が限定的な定性
及び定量調査である。今後一般化するためには、データ
期間や対象国などの追加調査による事例の蓄積や、感情
分析などの調査も加え、本研究で得られた知見をより詳
細に実証していく必要があると考えている。
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